
第15回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第15期（2022年６月期）
2021年７月１日～2022年６月30日

株式会社ウイルプラスホールディングス
法 令 及 び 当 社 定 款 の 規 定 に 基 づ き、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.willplus.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様にご提供しております。
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1．新株予約権等に関する事項
当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権
の内容の概要

名 称 第３回新株予約権
新株予約権の数 1,772個
保有人数
当社取締役（社外役員を除く） ３名
新株予約権の目的となる株式の種類及び数（注）１ 当社普通株式141,760株
新株予約権の発行価額 無償
権利行使時に出資される１株当たりの財産の価額
（注）１ 375円

新株予約権の行使期間 自
至
2017
2025

年
年
６
６
月
月
30
９
日
日

新株予約権の行使条件 （注）２
（注）１．2015年12月３日付で普通株式１株につき20株の割合で、2017年４月１日付で普通株式１株につき

２株の割合で、2017年11月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
これにより、「新株予約権の目的となる株式の種類及び数」、「権利行使時に出資される１株当たりの
財産の価額」が調整されております。

２．新株予約権の行使の条件
① 新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役、執行役員又は使用人のいず
れかの地位を有している場合に限り行使することができる。

② 新株予約権者が死亡した場合は、死亡の日から６ヶ月以内（ただし、権利行使期間の末日が早く到
来する場合は当該末日までとする。）に限り、相続人は、新株予約権者の死亡時において本人が行使
しうる新株予約権の数を上限として権利を行使することができる。

③ 新株予約権者が以下のいずれかの事由に該当する場合には、新株予約権者は、以後新株予約権を行
使できないものとする。
ⅰ）権利行使資格の喪失の前後を問わず、また、上記①に該当するか否かを問わず、新株予約権者

が新株予約権の全部又は一部を放棄したとき。
ⅱ）新株予約権者が禁錮以上の刑に処せられたとき。
ⅲ）新株予約権者が、当社の事前の書面による承諾を得ることなく、当社と競業する他社の役員に
就任し、若しくは就任することを承諾したとき、当社と競業する他社の従業員に就職したとき
又は当社と競業する事業を営んだとき。
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2．会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制

当社の業務の適正を確保するための体制の整備について、「内部統制システム構築の基本方
針」として取締役会で決議した内容は、次のとおりであります。（最終改訂 2019年７月16
日）

１．当グループ各社の取締役並びに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 内部統制システム全体を統括し、業務の適正性、有効性及び効率性を確保し、企業価値の維持・向上を図
るために、当社の代表取締役社長を委員長、当グループ各社取締役及び執行役員並びに内部監査室長を委
員とするコンプライアンス委員会を設置する。

② 当グループにおいては、企業理念を着実に遂行することを目的とし、コンプライアンスの遂行、監督を目
的としてコンプライアンス規程を制定し周知徹底を図る。

③ 法令及び定款違反その他コンプライアンス上問題がある事実についての発見者は、内部通報規程に基づく
方法により、グループ内外に設置する通報窓口に報告を行う。当グループは、通報内容を秘守し、通報者
に対する不利益な取扱いを行わない。

④ 当グループの事業活動に関連する法令については、コンプライアンス委員会より法務情報を社内に提供し
て予防措置を講じると共に取締役及び使用人の職務の執行に当たっては、顧問弁護士、公認会計士等と十
分に協議し、適切な助言を得て適法に処理を行う。

⑤ 当グループ各社においては、業務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための諸施策に加え、
関係会社管理規程、コンプライアンス規程等のグループとしての規範、規則等の整備を行う。
なお、社内外の環境の変化に対応して常に社内諸規程の適正な整備を行う。

⑥ 当社の代表取締役は、当グループ各社事業に関して担当役員を任命し、各社が適切な内部統制システムを
整備及び構築するとともに、そのシステムが適正に機能することを継続的に評価し、必要に応じて是正を
行う。

⑦ 当社の内部監査室は、業務執行部門から独立するものとし、内部監査規程に基づき、当グループにおける
法令、定款及び社内規程の遵守状況並びに業務全般にわたる内部統制の有効性及び妥当性につき、定期的
に監視を行う。また、当グループ各子会社の業務全般にわたる内部統制の有効性及び妥当性を確保するた
めに、指導・支援・助言を行う。

⑧ 当グループ各社の監査役は独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状況を含め、取締役の職務
執行を監査する。

２．当グループ各社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 株主総会議事録、取締役会議事録など、その職務執行に係る文書その他重要な情報を法令及び規程に基づ
き作成し、文書管理規程に基づき適切に保存し管理する。

② 取締役会議長である取締役社長は、これらの文書及び情報の保存及び管理を監視・監督する責任者とす
る。

３．当グループ各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 企業活動に関わるリスクについて把握すると共に、それぞれのリスクに対しリスクの発生を未然に防止す
るための手続き、リスクの管理、発生したリスクへの対処方法等を規定した当グループの危機管理規程を
制定し、リスクコントロールを図る。

② 危機管理規程に定める一定の危機レベル以上である有事の際は、損失の拡大を防止するため当社の決定に
より危機対策本部を立ち上げ、同本部が迅速かつ適切な情報収集と緊急対応の指揮を行う。

４．当グループ各社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、各社定例取締役会を月
１回開催し、経営上の基本方針及び重要事項の決定と業務執行の監督を行う。

② 職務執行に関する権限及び責任については、当グループ各社の業務分掌規程及び職務権限規程等において
それぞれ詳細に定める。

③ 当グループの中期計画及び毎年度ごとの単年度予算を策定し、グループ全体及び各社の経営目標、事業計
画等を定める。
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５．当グループにおける業務の適正を確保するための体制
① 当社の関係会社管理規程において、当社が子会社から報告を受ける事項について定め、営業成績、財務状

況その他重要な情報について、定期的に報告を受ける。
② 当グループ各社取締役、執行役員等から構成される経営執行会を開催し、当グループ各社の経営上重要な
事項について、報告及び審議し、情報共有化と必要な対応協議を行う。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
当グループ各社においては、監査役がその職務を補助する使用人（以下、「補助使用人」という）を置くこ
とを求めた場合、補助使用人を配置する。

７．前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
① 補助使用人の取締役からの独立性を確保するため、補助使用人は取締役の指揮命令は受けないものとす
る。また、当該期間中の任命、異動、評価等については、監査役の意見を尊重するものとする。

② 補助使用人は、その職務遂行に当たってもっぱら監査役の指揮命令に従わなければならない。他の業務と
兼務の場合、補助使用人の業務を優先するものとする。

８．当グループ各社の取締役、使用人等が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
① 当グループ各社の取締役、使用人等は、当該所属各社及び当社の監査役から業務執行に関する事項につい
て報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

② 当グループ各社の取締役、使用人等は、会社の信用の大幅な低下、会社の業績への重大な悪影響、社内規
程の重大な違反、その他会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見した場合は、速やか
に当該所属各社及び当社の監査役に報告する。また、上記事実の発見の報告を受けた者においても同様と
する。

③ 当グループ各社においては、監査役が、取締役会のほか重要な会議へ出席すると共に、関係書類の閲覧を
行える体制を整備する。また、会社経営及び事業運営上の重要事項並びに業務執行の状況及び結果につい
て、監査役に報告する。

④ 代表取締役等は、取締役会等の重要な会議において随時その担当業務の執行状況を報告する。
⑤ 当社の内部監査室は、内部監査の結果及び内部通報の状況について、定期的に当グループ各社の監査役に
関係事項について報告する。

⑥ 当グループ各社の監査役への報告が、誠実に漏れなく行われるため、書簡、メール、面談等により報告が
十分になされる体制を整備する。

９．監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体
制
当グループ各社においては、監査役への報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを
理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当グループ各社取締役及び使用人に周知徹底する。

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、代表取締役、取締役、監査法人、当社の内部監査室とそれぞれ定期的に意見交換を開催する。
② 監査役が、独自の弁護士、公認会計士等の外部専門家の活用を求めた場合、当グループ各社においては、
当該監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、その費用を負担する。

③ 当グループ各社においては、監査役から、その職務執行について生じる費用の前払い又は償還等の請求を
受けたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、その請求に応じる。

11．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
① 当グループ各社においては、コンプライアンス規程、反社会的勢力対策規程等に基づき、反社会的勢力等
への対応体制を整備する。

② コンプライアンス規程、反社会的勢力対策規程等を遵守し、反社会的勢力等との関係遮断及び不当要求等
に対する拒絶等について、弁護士や警察等とも連携し、毅然とした姿勢で組織的に対応する。

12．財務報告の適正性、信頼性を確保するための体制
当グループ各社においては、財務報告の適正性及び信頼性確保のため、財務報告に係る全社的な内部統制及
び個別業務プロセスの統制システムを整備し、また適正かつ有効な運用及び評価を行う。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記の内部統制システムを適切に整備・運用するため、取締役会のほか、経営執行会、

賞罰委員会、コンプライアンス委員会を開催し、業務執行状況やコンプライアンス遵守状況及び
経営上のリスクを確認するとともに対策を講じ、必要に応じて社内規程等の見直しを実施してお
ります。当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおり
であります。

① 取締役の職務の執行について
取締役会を20回開催し、取締役会規程に定められた事項や経営上の重要事項の決定等を行い

ました。取締役の業務執行状況を報告するとともに、取締役会に上程された事項について法令、
定款等への適合性を審議いたしました。また、月次業績の報告、予算差異分析を行い、対応策
を講じました。

② 重要な会議の開催状況
執行役員以上で構成される経営執行会を12回開催し、取締役会に上程する事項等の検討、審

議等を行うとともに、各部門における業務執行状況の報告等を行いました。賞罰委員会を12
回、コンプライアンス委員会を３回開催いたしました。

③ 監査役の職務の執行について
監査役は、監査計画に基づき監査を行うとともに、各部門の責任者を対象にヒアリングを行

い、業務の執行状況全般にわたり監査いたしました。また、取締役会及びその他重要な会議に
出席し、代表取締役、会計監査人、内部監査部門との間での連携を図るため定期的に会合を実
施いたしました。

④ 内部監査の実施について
内部監査計画に基づき、当社グループ内の全ての拠点及び部門における内部監査を、当事業

年度において２回実施いたしました。各拠点及び部門における内部統制、コンプライアンス、
リスク管理の状況等について内部監査報告書を作成し、代表取締役に報告しております。

⑤ 反社会的勢力排除について
事業に係る契約を締結する際には、取引先が反社会的勢力でないことの確認を行っており、

反社会的勢力排除条項を確認したうえで契約締結しております。また既に契約締結している取
引先についても定期的に信用調査を行う等の策を講じております。一般消費者との取引につい
ては、売買契約書に反社会的勢力との取引拒否を明文化しております。
暴力団排除条例の説明等、社員への教育も実施しており、反社会的勢力等との関係を遮断す

るようにしております。
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連結株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本 純資産

合計資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2021 年 ７ 月 １ 日 残 高 222,228 1,155,766 6,286,967 △134,003 7,530,958 7,530,958

当連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 9,540 9,540 19,080 19,080
親 会 社 株 主 に
帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,550,541 1,550,541 1,550,541

剰 余 金 の 配 当 △270,883 △270,883 △270,883

自 己 株 式 の 取 得 △36 △36 △36

当連結会計年度中の変動額合計 9,540 9,540 1,279,658 △36 1,298,702 1,298,702

2022 年 ６ 月 30 日 残 高 231,768 1,165,306 7,566,625 △134,039 8,829,660 8,829,660
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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項
すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称
チェッカーモータース株式会社
ウイルプラスモトーレン株式会社
帝欧オート株式会社
ウイルプラスアインス株式会社

２．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
a 市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
b 市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産
a 商品：個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
b 仕掛品：個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
c 原材料及び貯蔵品：主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ５～45年
機械装置及び運搬具 ２～15年
工具、器具及び備品 ２～15年
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② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
ソフトウエア ５年

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を算定しております。
② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分

を計上しております。
③ 役員株式給付引当金
役員株式給付規程（内規）に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（4）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、主に10年間の定額法により償却しております。

（5）収益及び費用の計上基準
当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）及び「収益認

識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号2021年３月26日）を適用しており、約
束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ
る金額で収益を認識しております。
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該
履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①車輌の販売
当社グループは、インポーターから仕入れた新車の販売、新車販売時の下取り車や買取り車、AA市場
にて仕入れた車輌を顧客に販売しております。車輌の販売については、顧客に車輌を引渡した時点で収益
を認識しております。
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②車輌整備
主に販売した車輌の点検・修理・整備等のアフターサービスを顧客に提供しており、サービス提供が

終了した時点で収益を認識しております。
なお、車輌販売、車輌整備に付随して販売している一部の商品について、当社グループの役割が代理人
に該当する取引については、顧客から受領した対価と仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識し
ております。
これらの履行義務に関する対価は、主に車輌の引き渡し時には受領しており、重大な金融要素の影響は
ありません。

３.会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
これにより、輸入車販売関連事業における一部の商品取引における収益について、従来は、顧客から受
け取る対価の総額で収益を認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が
代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を
認識することとしております。
また、主要商品である車輌の仕入先から販売実績に応じて収受している販売報奨金について、従来は収
益としておりましたが、顧客に対する履行義務の対価ではないため、売上原価から控除することとしてお
ります。
これらの結果、当連結会計年度の売上高及び売上原価が1,649,772千円減少しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連
結会計年度の期首の利益剰余金に加減する会計方針を適用しておりますが、その累積的影響額はありませ
ん。
なお、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度より前までに従前の取扱いに従
ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
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基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、連結計算書
類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
店舗固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
(単位：千円)

有形固定資産 6,274,119

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
当社グループは、減損損失を認識するにあたり、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の
単位として、各営業店舗としております。
営業損益が２期連続で赤字となり、業績の悪化が認められる店舗について、また、閉店や移転のため

当該営業店舗から独立したキャッシュ・フローが得られないことが見込まれている場合等、減損の兆候
があると識別し、兆候に該当した営業店舗について、当該店舗から得られる割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額と帳簿価額の比較により、減損損失を認識するかどうかの検討をしております。当連結会計
年度におきましては、２店舗について減損の兆候があると判定されたものの、割引前将来キャッシュ・
フローの総額が帳簿価額を上回ったため、減損損失の認識はしておりません。

② 主要な仮定
上記将来キャッシュ・フローは取締役会で承認された店舗別利益計画を基礎に作成された店舗の将来
事業計画を基にしております。店舗の将来事業計画の主要な仮定は売上高成長率であります。
売上高成長率は、各店舗における過去実績に基づき、市場環境・業界動向を考慮し、策定しておりま
す。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
上述の見積りや仮定には不確実性があり、事業計画や市場環境の変化により、見積りの前提とした条
件や仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があり
ます。
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（追加情報）
（業績連動型株式報酬制度）
当社は、当社及び子会社の取締役（社外取締役を除く）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信
託（BBT（＝Board Benefit Trust)）」を導入しております。

① 取引の概要
取締役等の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業

価値の増大に貢献する意識を高めることを目的に、業績連動型株式報酬制度を導入いたしました。当社
が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して当社が定める役員株
式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が信託を通じて、原則と
して取締役等の退任時に給付されます。なお、信託内の当社株式については、経営への中立性を確保す
るため、信託期間を通じ議決権を行使しないものとしております。
② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資産の
部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末
78,670千円、70,200株であります。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保付資産及び担保付債務
担保資産
商品 1,131,849千円
担保債務
買掛金 1,380,959千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 2,113,005千円
上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式並びに自己株式の種類及び総数

期首株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 期末株式数（株）

発行済株式数

普通株式(注)１ 9,900,320 50,880 － 9,951,200
合計 9,900,320 50,880 － 9,951,200

自己株式

普通株式(注)２ 385,126 40 － 385,166

合計 385,126 40 － 385,166

（注）１．普通株式の増加50,880株は新株予約権の権利行使によるものであります。
２．当連結会計年度末の自己株式（普通株式）には、株式給付信託（BBT)が保有する当社株式70,200

株が含まれております。

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議日 株式の種類 配当の原資 配当の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2021年８月13日
取締役会 普通株式 利益剰余金 222,956千円 23.26円 2021年

６月30日
2021年
９月29日

2022年２月10日
取締役会 普通株式 利益剰余金 47,926千円 5.0円 2021年

12月31日
2022年
３月10日

(注）2021年８月13日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金
1,632千円が含まれております。また、2022年２月10日取締役会決議による配当金の総額には信託が保
有する自社の株式に対する配当金351千円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
決議日 株式の種類 配当の原資 配当の総額 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日
2022年８月12日
取締役会 普通株式 利益剰余金 288,123千円 29.90円 2022年

６月30日
2022年
９月29日

(注）2022年８月12日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金
2,098千円が含まれております。

３．当連結会計年度末における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる
株式の種類及び数
普通株式 259,440株
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
当社グループは、主に輸入車販売関連事業を行っており、設備投資計画に照らして、必要な資金は主に
銀行借入により調達しております。また短期的な運転資金も銀行借入により調達しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。店舗等の賃貸借契約

に基づく敷金及び保証金は、預託先の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に設備投資に必要
な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で４年後であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク
当社グループは、営業債権について、各社における担当部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ
ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。
② 資金調達に係る流動性リスク
当社グループは、当社で資金管理及び運用を行っております。資金調達に係る流動性リスクについて

は、管理部経理課が適時に資金繰計画を作成・更新することにより管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額
の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が
変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「買掛金」「短期借入金」「未払金」「未払法人税等」「未払

消費税等」については現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものである
ことから、注記を省略しております。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）敷金及び保証金 489,892 471,933 △17,959
資産計 489,892 471,933 △17,959

（1）長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む） 1,716,798 1,717,055 257
負債計 1,716,798 1,717,055 257

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
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ルに分類しております。
レベル１の時価 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整）相場価格により算定した時価

レベル２の時価 レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定
した時価

レベル３の時価 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
該当事項はありません。

（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 471,933 － 471,933
長期借入金(１年内返済予定の長
期借入金を含む） － 1,717,055 － 1,717,055

(注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
敷金及び保証金

これらの時価については、返還時期を見積もったうえ、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切
な指標に基づいた利率で割り引いた現在価値によって算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

長期借入金(1年内返済予定の長期借入金を含む）
長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借り入れを行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
1.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

金額（千円）

新車 19,576,333

中古車 11,009,224

業販 3,605,008

車輌販売合計 34,190,566

車輌整備 5,058,873

その他 446,719

顧客との契約から生じる収益 39,696,158

外部顧客への売上高 39,696,158

２. 収益を理解するための基礎となる情報
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「２.会計方針に関する事項」の「（５）収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりであります。

３. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（１）契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円）
当連結会計年度期首 当連結会計年度期末

顧客との契約から生じた債権
売掛金 210,105 215,272

契約負債

前受金 1,493,924 1,627,395

(注）契約負債(前受金）は主に車輌販売に係る顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。
（２）残存履行義務に配分した取引金額

当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を
適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれてい
ない重要な金額はありません。
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額

923円02銭
１株当たり当期純利益

162円84銭

(注）株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益の
算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算
定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は70,200株であり、１株当た
り純資産額の算定上、控除した自己株式の期末残高は70,200株であります。
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株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
株主資本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越
利益剰余金

2021年７月１日残高 222,228 152,228 1,003,538 1,155,766 352,658 352,658 △134,003 1,596,649 1,596,649

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 9,540 9,540 9,540 19,080 19,080

剰 余 金 の 配 当 △270,883 △270,883 △270,883 △270,883

当 期 純 利 益 271,632 271,632 271,632 271,632

自己株式の取得 △36 △36 △36

事業年度中の変動額合計 9,540 9,540 － 9,540 749 749 △36 19,792 19,792

2022年６月30日残高 231,768 161,768 1,003,538 1,165,306 353,407 353,407 △134,039 1,616,442 1,616,442
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1．資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法を採用しております。なお、主な耐用年数はつぎのとおりであります。

建物 ８～15年

工具、器具及び備品 ４～10年
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数はつぎのとおりであります。
ソフトウエア ５年

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3．引当金の計上基準
（1）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期負担分を計上しておりま
す。

（2）役員株式給付引当金
役員株式給付規程（内規）に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における
株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
持株会社である当社における顧客との契約による当社の収益は、子会社からの経営指導料などの業務受
託料であります。子会社との契約に基づき受託した業務を提供することが当社の履行義務であり、業務提
供時点で収益を認識しております。
なお、当該履行義務に対する対価は１ヶ月後には受領しており、重大な金融要素の影響はありません。
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（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。なお、当
該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会
計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取り扱いに従って、時
価算定会計基準が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。
なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

（追加情報）
連結注記表の（追加情報）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 23,465千円

２．債務保証
債務保証額 1,408,404千円
関係会社の仕入債務に対する保証

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 448,826千円
短期金銭債務 6,950千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
事務受託収入 954,335千円
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営業取引以外の取引による取引高
受取利息 11,058千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
自己株式 株 株 株 株
普通株式(注) 385,126 40 － 385,166
合計 385,126 40 － 385,166

（注）当事業年度末の自己株式（普通株式）には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式70,200株が含まれております。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払事業税 3,996 千円

賞与引当金 1,196 千円

未払労働保険料 2,168 千円

未払費用 189 千円

資産除去債務 1,764 千円

子会社株式 10,988 千円

役員株式給付引当金 21,703 千円

繰延税金資産合計 42,006 千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する費用 △913 千円

繰延税金負債合計 △913 千円

繰延税金資産純額 41,093 千円

(収益認識に関する注記)
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表 （重要な会計方針に係る事項に関する注記） ４.
収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社

種類 会社等の名
称又は氏名

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（%）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

連結
子会社

チェッカー
モータース
㈱

100.00

管理業務の受託 事務受託(注２) 513,306 未収入金 43,197

社員の出向 出向料の受取(注３) 1,559,212 未収入金 188,833

資金の援助 資金の貸付(注４) 300,000 関係会社
短期貸付金 700,000

役員の兼務 利息の受取(注４） 1,865 前受収益 152
債務保証(注５） 857,881 － －

連結
子会社

ウイルプラ
スモトーレ
ン㈱

100.00

管理業務の受託 事務受託(注２) 260,023 未収入金 22,324

社員の出向 出向料の受取(注３) 716,539 未収入金 90,482

資金の援助 資金の貸付(注４) － 関係会社
短期貸付金 630,000

役員の兼務 利息の受取(注４) 1,826 前受収益 137

債務保証(注５) 365,109 － －

連結
子会社

帝欧オート
㈱ 100.00

管理業務の受託 事務受託(注２) 126,885 未収入金 11,616

社員の出向 出向料の受取（注３） 391,918 未収入金 49,866

資金の援助 資金の貸付(注４) － 関係会社
短期貸付金 1,000,000

役員の兼務 利息の受取(注４) 2,899 前受収益 218

債務保証(注５) 157,968 － －

連結
子会社

ウイルプラ
スアインス
㈱

100.00

管理業務の受託 事務受託(注２) 54,120 未収入金 5,263

社員の出向 出向料の受取(注３) 165,170 未収入金 22,300

資金の援助 資金の貸付(注４) － 関係会社
短期貸付金 1,540,000

役員の兼務 利息の受取(注４) 4,465 前受収益 336

債務保証(注５) 27,445 － －
（注）１．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。

２．事務受託の金額については、グループ会社経営管理のための当社の必要経費に一定の利益を加えた価格を基準として決定
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しております。
３．連結子会社から当社への出向料は出向者に係る人件費相当額を基礎として決定しております。
４．資金の貸付・借入の金利については市場金利を勘案して決定しております。
５．仕入債務に対する保証債務であり、債務保証の期末残高を記載しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額

168円98銭
１株当たり当期純利益

28円53銭
（注）株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均

株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除す
る自己株式数に含めております。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は70,200株であり、１株当たり純資産額の算定上、
控除した自己株式の期末残高は70,200株であります。
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